
（単位：円）

科　　　目 金　　　額 科　　　目 金　　　額

（資産の部） （負債の部）

流動資産 1,198,161,125 流動負債 445,973,379

現金及び預金 872,901,713 買掛金 268,573,181

受取手形 127,710 未払金 66,972,435

電子記録債権 4,793,855 未払費用 17,939,278

売掛金 297,821,262 未払法人税等 30,608,600

仮払金 200,000 未払消費税等 19,344,500

未収入金 17,595,223 契約負債 1,958,279

立替金 275,329 預り金 2,350,461

前払費用 4,446,033 仮受金 107,745

固定資産 464,524,476 賞与引当金 38,118,900

有形固定資産 394,873,207 固定負債 62,089,393

建物 118,952,975 退職給付引当金 57,538,834

建物附属設備 21,819,547 資産除去債務 4,550,559

構築物 25,148,744

機械装置 447,785,267

車両運搬具 243,493,375

工具器具備品 133,622,396

減価償却累計額 △ 705,761,850 負債合計 508,062,772

一括償却資産 2,868,735 （純資産の部）

土地 106,944,018 株主資本 1,152,797,655

無形固定資産 597,400 資本金 60,000,000

電話加入権 597,400 利益剰余金 1,092,797,655

投資その他の資産 69,053,869 利益準備金 12,600,000

投資有価証券 11,190,488 その他利益剰余金 1,080,197,655

関係会社株式 1,000,000 別途積立金 30,000,000

出資金 2,103,200 繰越利益剰余金 1,050,197,655

長期前払費用 2,505,207 （うち当期純利益） (65,578,923)

繰延税金資産 39,848,147 評価・換算差額等 1,825,174

差入保証金 12,406,820 その他有価証券評価差額金 1,825,174

長期未収入金 878,440

貸倒引当金 △ 878,433 純資産合計 1,154,622,829

資産合計 1,662,685,601 負債・純資産合計 1,662,685,601

（2025年３月31日現在）

貸　　　借　　　対　　　照　　　表

株式会社摂津清運



個別注記表

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　 満期保有目的の債券 償却原価法（定額法）

　　　 子会社株式及び関連会社株式　

　　　 その他有価証券

　　　　　市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　 主として定率法（ただし1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については

　　定額法）によっております。

　　②無形固定資産（リース資産を除く）

　　　 定額法によっております。

　　　 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

　（３）引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

　　　 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

　　額を計上しております。

　　②賞与引当金

　　　 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上しております。

　　③退職給付引当金

　　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　　　 なお、退職給付債務は、期末自己都合要支給額に基づき計算しております。

　（４）収益及び費用の計上基準

　　当社は廃棄物処理事業を行っており、顧客との処理契約に基づいて廃棄物の処理を行う履行義務を負っております。当該処理契約は、廃棄物の処理を完了する

　ことで履行義務を充足する取引であり、廃棄物の処理完了時点において収益を認識しております。また、当社が代理人として廃棄物処理に関与している場合には、

　純額で収益を認識しております。

２．株主資本等変動計算書に関する注記

　（１）発行済株式の種類及び総数に関する事項

　（２）剰余金の配当に関する事項

　　①配当金支払額

　　②基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

移動平均法による原価法

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

株式の種類
当事業年度

期首株式数(株)
当事業年度

増加株式数(株)
当事業年度

減少株式数(株)
当事業年度末

株式数(株)

普通株式 120,000 － － 120,000

効力発生日

2024年６月７日
定時株主総会

普通株式 22,500,000 187.50 2024年３月31日 2024年６月10日

決議 株式の種類
配当金の総額

（円）
１株当たり配当額

（円）
基準日

効力発生日

2025年６月９日
定時株主総会

普通株式 24,720,000 利益剰余金 206.00 2025年３月31日 2025年６月10日

決議予定 株式の種類
配当金の総額

（円）
配当金の

原資
１株当たり配当額

（円）
基準日


